
 

 

 

 

 
 

横浜市では、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」に向けて、自殺対策を一層効果的

に推進するため、平成31年に策定した横浜市自殺対策計画を見直し、「第2期横浜市自殺対策計画」

の策定を進めています。この度、「第 2 期横浜市自殺対策計画（素案）」について、パブリックコメント

を実施します。 
 

１ 第２期横浜市自殺対策計画（素案）について 

◆計画策定の趣旨 

横浜市自殺対策計画に基づき、相談支援の充実やゲートキーパーの養成等の自殺対策に取り組んで

きました。これまでの取組を振り返るとともに、新型コロナウイルス感染症等により顕在化した新たな社

会的な課題を踏まえ、更なる自殺対策の推進を図ることを目的に、第２期横浜市自殺対策計画を策定し

ます。 

◆基本認識 

① 自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

② 自殺は、その多くが社会的な取組で防ぐことのできる問題である 

③ 自殺を考えている人は何らかのサインを発していることが多い 

④ 年間自殺者数はピーク時と比較すると減少しているが、非常事態は続いている 

◆基本理念 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 

◆計画期間 

令和６年度から令和 10 年度までの５年間 
 

２ ご意見の募集について 

◆第 2 期横浜市自殺対策計画（素案）の閲覧方法 

各区役所の広報相談係、市民情報センター（市庁舎３階）、健康福祉局こころの健康相談センター等に 

て、第２期横浜市自殺対策計画（素案）の全文を冊子でご覧いただけます。また、下記、横浜市健康福祉

局こころの健康相談センターホームページからもご覧いただけます。 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kenko-iryo/kokoro/jisatsu/taisaku/ 
2jisatsutaisakuplan.html 

◆ご意見の提出方法 

横浜市電子申請・届出システム、電子メール、FAX、またはリーフレットや冊子に付属のはがき（切手 

不要 11 月 10 日（金）消印有効）よりお寄せください。 

詳細は、横浜市健康福祉局こころの健康相談センターホームページをご覧ください。 
 

「第２期横浜市自殺対策計画（素案）」を策定しました 

～市民の皆様のご意見を募集します～ 
【募集期間：令和５年 10 月 11 日(水)から 11 月 10 日(金)まで】 

お問合せ先 

健康福祉局こころの健康相談センター担当課長   中村 秀夫  Tel 045-662-3526 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

令 和 ５ 年 1 0 月 1 0 日 
健康福祉局こころの健康相談センター 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kenko-iryo/kokoro/jisatsu/taisaku/2jisatsutaisakuplan.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kenko-iryo/kokoro/jisatsu/taisaku/2jisatsutaisakuplan.html
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重点施策１ 

こども・若者 の 

自殺対策の強化  
 
 若年層の悩みの解決に向

けた相談体制の充実ととも

に、学校や家庭、地域にお

けるこどものSOSや悩みを

受け止める取組の推進 

重点施策２ 

女 性に対する 

支 援 の強化  
 
 ライフステージに応じた女

性の悩みや生きづらさを受

け止め、解決に向けて多様

な機関で連携して支援を行

うための相談体制の充実 

重点施策３ 

自 殺 未 遂 者 への 

支 援 の強化  
 
 医療機関と連携し救急医

療機関に搬送された自殺未

遂者への支援とともに、救

急医療機関へ搬送されなか

った自殺未遂者をケアにつ

なげるための方策の検討 

基本施策５：遺された人等への支援 

 自殺への偏見による遺族の孤立を防ぐ取組や、遺族が必要とする情報提供のほか、遺族同士が悲し

みを分かち合う場の提供等の支援の充実 

基本施策４：自殺対策を支える人材育成 

 知識の普及、研修、人材育成を通じて、ゲートキーパーの養成を拡大・充実させていくとともに、必要

な支援を提供できる関係機関につなげることができる人材を増やす 

基本施策３：地域におけるネットワークの強化 

 連携会議等を活用し、多岐にわたる関係者が、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の認識の

共有と、実現に向けて情報や意識の共有を図りながら、相互の連携や協力体制を構築し、地域全体の

取組として推進 

基本施策２：生きることの包括的支援の推進 

 不安や悩みに対する専門的な相談対応が可能な支援機関等へ適切につなげ、課題の解決に結びつく

よう、相談支援の充実や各種専門相談窓口の情報提供の推進 

基本施策１：自殺対策に関する情報提供・理解促進 

 困った時には誰かに援助を求めることが、社会全体の共通認識となること、また自殺が身近な問題で

あり、様々な要因が重なりあって自殺につながっていく実態を知ってもらうことを目的とした普及啓発の

推進 

多くの人が支援者となり、 

活躍している 

誰
も
自
殺
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
の
な
い
社
会
の
実
現 

当事者（自死遺族含む）が、 

必要な支援を受けられている・ 

相談することができている 

１ 必要な支援につながって 

いる人の増加 

２ 自殺に関する正しい 

意識を持つ人の増加 

３ 支援をしている人・ 

団体の増加 

自殺対策が社会全体の 

取組として認識され 

推進されている 

３ つ の 重 点 施 策  

５
つ
の
基

本

施
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指標 直近の現状値 最終目標 

最
終
目
標 

自殺死亡率の減少 
14.8 

（令和４年概数） 

10.8 以下  

（令和８年までに） 

自殺したいと思った 

ことがある人の減少 

24.7％ 

（令和４年度） 

24.7％以下 

（令和９年度） 

自殺未遂の経験が 

ある人の減少 

28.2％ 

（令和４年度） 

28.2％以下 

（令和９年度） 

中
間
目
標
（
抜
粋
） 

悩みやストレスにつ

いて誰にも相談で

きない人の割合が

減少 

5.5% 

（令和４年度） 

5.5%以下 

（令和９年度） 

「自殺は防ぐことの

できる社会的な問

題である」などの正

しい認識の浸透 

53.8％ 

（令和４年度） 

53.8％以上 

（令和９年度） 

ゲートキーパー養成

が進んでいる 

16,902 人 

（令和４年度） 

36,000 人 

（令和 10 年度） 

「第２期横浜市自殺対策計画（素案）」 

パブリックコメント 意見記入用紙 

 

●ご意見の種類にチェック☑をつけてください。 
（複数選択可） 

 □計画全体について □重点施策① 

 □重点施策② □重点施策③ 

 □基本施策① □基本施策② □基本施策③ 

 □基本施策④ □基本施策⑤ □その他 

 

●ご意見をお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 精神保健福祉分野に限らず、教育、勤労、経済支援等、庁内関連部署の取組を有機的につなげ、総合的に自殺対策を推進します。特に「こども・若者を

対象とした取組」、「女性への支援に関する取組」や「自殺未遂者の支援に関する取組」は、重点施策に位置付けることで、本市の課題を踏まえた自殺対策

につなげます。 

※このハガキは使用できません 
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